プロポーザル方式による
「民設塩崎荘（仮称）新築工事調査企画・基本設計業務の
契約優先交渉権利者の選定
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平成２５年３月

社会福祉法人　

特別区人事・厚生事務組合社会福祉事業団
０　趣旨
「社会福祉法人　特別区人事・厚生事務組合社会福祉事業団」（以下「事業団」という。）は、平成２年１２月に特別区人事・厚生事務組合（以下「特人厚」という。）が設置した社会福祉法人で、現在、特人厚が設置する施設のうち、生活保護法による更生施設６か所、宿所提供施設５か所、宿泊所３か所、路上生活者対策事業の事業所１か所の受託を受けているほか、母子生活支援施設と障害福祉サービス事業所の独自事業を営んでおります。
既設の更生施設塩崎荘（Ｂ・Ｃ棟　平成4６年4月特人厚で事業開始）は、現在、本事業団が指定管理者として委託を受け運営しておりますが、特人厚が２３区と共同で策定した「厚生関係施設再編整備計画」（平成21年10月改訂。以下「再編整備計画」という。）において、平成26年度で旧棟を解体し、その後は改築を行い、平成28年4月に定員100名の更生施設（※）として事業開始される計画にあります。
なお、Ｂ・Ｃ棟解体後の改築（新築）に係る施設の設置・経営方法については特人厚と２３区との間で「民設民営方式」が採用されるところとなり、この度、本事業団が事業者として手を挙げることとなりました。
本件委託業務は、塩崎荘のＢ・Ｃ棟解体後の敷地全体プランの検討等基礎的な調査(地質調査は除く)及び新築する施設（以下「民設塩崎荘(仮称)」という。）の基本設計を行うことを目的として発注するものです。

契約相手方の選定にあたっては、プロポーザル方式により契約の優先交渉権利者を選定するものとします。
※：「更生施設」は、生活保護法第３８条第１項第２号に基づく施設で、「身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所させ生活扶助を行うことを目的としています。

１　参加申込
（１）参加資格等
本件プロポーザル参加申込資格は、下記①～⑤を全てを満たす建築士事務所の開設者とする。

①過去5年間に、施工額3億円以上の工事について設計業務の受注実績1件以上を有すること（新築・改修いずれでもよい）。

②過去5年間の改修工事（※）設計業務の受注実績1件２千万円以上及び耐震補強設計業務の受注実績１件５百万円以上を有すること（官公庁・民間いずれでもよい）。

※改修工事＝建築・電気・空調・給排水衛生・昇降機を含む総合的な設計実績とする。

③地方自治法第167条の4に規定する欠格条項に該当しないこと。
④特人厚の競争入札参加有資格者で、かつ、過去5年間に特人厚の設計業務の受注実績1件以上を有すること。
⑤本件委託業務に下記の技術者を選任して配置できること。

ア)建築：申込者の開設する建築士事務所に属する一級建築士

イ)構造：申込者の開設する建築士事務所に属する構造設計一級建築士

ウ)電気・空調・給排水衛生：申込者の開設する建築士事務所に属する設備設計一級建築士
※上記イ)ウ)に関しては協力事務所も可。

（２）参加申込

本件プロポーザルに参加しようとする方は、下記①～④を、平成２５年３月２９日（金）1５：00必着にて、事業団経営管理課「柳澤」「鎌田」あてにご提出下さい。
①参加申込書（別紙書式）　　　　
１部

②会社案内
６部　
③秘密保持に関する誓約書（別紙書式）
１部
④上記２．⑴　①②③に記載された条件に該当することを証する文書
１部　

（契約書の写し、建築士法第23条の6、同法第24条の6に掲げる事項の届出文書の写し等）
２　現場説明会
（１）場所・日時

①場　所　：　塩崎荘（江東区塩浜２－５－１６）Ｂ棟１階集会室
②日　時　：　平成2５年４月２日（火）のうち指定する時間
（２）当日使用する資料

①実施要項書　1部（既配付）

②現場説明書　1部（当日配付）
（３）資料の返却

配付された資料は参加者自らが複写したものも含め、提案書提出時に全て返却してください。

３　質疑と回答

（１）提出先

社会福祉法人　事業団　経営管理課「柳澤」「鎌田」
必ずＥメールで提出してください。

Ｅ－ｍａｉｌ：tswa-swc@beach.ocn.ne.jp
（２）提出方法

指定フォーマットあり

（指定フォーマットのデータは、平成2５年４月１日（月）にメールで配信します。）
（３）提出期限

平成2５年４月５日（金）1５：00必着

※質疑無しの場合でもその旨記載のうえ回答すること。

（４）回答予定

平成2５年４月８日（月）1７：00迄にＥメールで配信します。

４　提案書
本件の趣旨を良く理解し、要項書に示された与条件を踏まえ貴社の経験を発揮していただき、下記項目について提案してください。

（１）提案書記載事項　※提案書には会社名を記載しないでください。
1 本件業務への取組概要

2 スケジュール・品質マネジメントに関する考え方

3 会社の業務経歴（類似物件の改修・新築設計実績等）

4 業務実施体制（耐震診断・調査・設計）
・総合体制

・担当予定技術者の類似業務実績・資格

（名称・発注者・改修規模・設計期間・工事期間・工事概要・新旧比較写真・他）

・担当予定技術者の手持ち業務量（設計量他）

5 本件業務受託費概算

　　　
（２）提出物

1 提案書（Ａ４左綴じ10枚以内：表紙含む、両面印刷不可）　１０部

2 上記内容を保存したCD－ＲＯＭ（ＰＤＦ形式）１枚
５　提案書等の提出先・提出方法

（１）提出先

事業団　経営管理課「柳澤」「鎌田」
〒10８-００７５　港区港南１－１－２７（２階）
（２）提出方法

持参又は郵便等による

（３）提出期限

平成2５年４月１２日（金）1５：00必着

６　審査方法

（１）評価要素

1 提出書類の各項目

2 会社の業務経歴

3 業務実施体制及び主要担当技術者の業務経歴

4 業務遂行時の柔軟性及び事業団との協調体制

5 見積金額
（２）プレゼンテーション・ヒアリング

下記のとおり、実施します。
1 日　時：平成2５年４月１８日（木）［予定］　時間は別途指定します。

2 場　所：事業団本部会議室

3 構　成：提出資料によるプレゼンテーション15分、質疑応答20分

（３）審査体制

審査は、事業団による選定委員が上記⑴評価要素を基準として、提出書類・プレゼンテーション・ヒアリングの内容に対して行います。

（４）失格条件

1 提出書類に虚偽の記載のあるもの

2 提出期限内に提出されなかったもの
3 選考結果に影響を与えるような工作が行われた場合
4 所定の方法以外で、関係者に直接、間接を問わずして質疑または指導を求めたもの。
７　契約締結先の決定方法
上記の審査方法により、当該業務委託契約先として最もふさわしい参加者を本件の「契約優先交渉権利者」として選定します。

選定結果は、平成2５年４月１９日（金）に各参加者あてに通知します。

その後、当該参加者と業務内容・委託金額その他契約条件について協議し、合意すれば契約の相手先とします。

８　委託期間・委託料の支払条件

（１）委託期間

本件の業務委託期間は、契約締結日の翌日から平成2５年７月３１日までとします。

（２）支払い条件

業務終了の確認検査合格後、請求書を受領してから30日以内の支払いとなります。

	区分
	金額
	支払の時期（予定）
	摘要

	前払金
	なし
	なし
	　　　　　

	中間払
	なし
	なし
	　　　　　　　

	完了払
	委託金額全額　　　　　　　
	平成２５年８月～
	完了検査合格後

請求書受領後３０日　　　　　　　

	注記：　支払いは社会福祉法人　特別区人事・厚生事務組合社会福祉事業団会経理規則による。



	


９　業務仕様書
９－１．件　名

民設塩崎荘（仮称）新築工事　調査企画・基本設計業務委託
９－２．委託期間

契約日の翌日から平成２５年７月３１日
９－３．対象物件概要（現状）

　
	
	Ｂ棟
	Ｃ棟

	所在地
	江東区塩浜２－５－１６

	建物用途
	更生施設

	敷地面積
	4.186.008㎡
（隣接の新塩崎荘の敷地を含む）

	延床面積
	2,763.08㎡

	構造　
	ＲＣ造り
	←

	階　数
	地上4階
	地上5階

	竣工年
	昭和43年
	昭和46年


【参考】塩崎荘案内図・配置図

９－４．調査・企画業務

⑴　業務内容

民設塩崎荘（仮称）新築事業に関する基本計画案を作成する。

調査・企画業務の遂行にあたっては、「四会連合協定　建築設計業務委託書」（平成19年6月20日改正版）に準じて行うこと。

（適用項目）

001　建設意図と要求条件の把握

002　法令上の諸条件の調査

003　官公庁からの情報収集

004　事業計画についての調査・検討

005　敷地利用計画についての調査・検討

006　施設計画についての調査・検討

007　建設プロジェクト企画案の作成

008　工事費略概算書の作成

010　建設プロジェクト日程計画の作成

011　関係者への説明（※適用外）

012　敷地測量・地番調査の立案等

013　国庫補助金の申請又は独立行政法人融資申込に係る補助的書類の作成その他特約業務
⑵　準拠法令等

受託者は、日本国の法令及び関係自治体の条例等を遵守するとともに、監督官庁の通達・通知等にもとづき業務を遂行すること。

（特に留意すべき事項）
・建築士法等（平成20年11月28日改正施行）の適用。

・建設省告示第１２０６号（平成20年12月）の適用。
⑶　成果品

①「基本計画図書」（製本１０部、電子データ１部）

②「基本計画説明書」（Ａ３版カラー片綴じ製本１０部、説明用パース１部）

③「基本計画工事費概算書」(５部)

④議事録・決定事項一覧(１部)

９－５．基本設計業務

⑴　業務内容

基本設計業務の遂行にあたっては、「四会連合協定　建築設計業務委託書」（平成19年6月20日改正版）記載事項に準じて行うこと。
（適用項目）

101　建設条件の整理

102　法令上の諸条件の調査・打合せ

103　上下水道・ガス等の供給状況の調査・折衝

104　特別の法令上の手続き等

105　基本設計方針の策定

106　基本設計と基本設計図書の作成（基本設計概要説明書の作成を含む）

107　工事費概算書の作成

108　基本設計内容の説明と委託者の承認

109　関係者への説明

110　その他特約業務（説明用パース作成）
⑵　準拠法令等

受託者は、日本国の法令及び関係自治体の条例等を遵守するとともに、監督官庁の通達・通知等にもとづき業務を遂行すること。

（特に留意すべき事項）
・改正建築士法（平成20年11月28日施行）の適用。

・建設省告示第１２０６号（平成20年12月施行予定）の適用。

⑶　成果品

①「基本設計図書」（製本１０部及び縮小版１０部、電子データ（CAD、PDF各１部））

②「基本設計説明書」（Ａ３版カラー片綴じ製本１０部、説明用パース１部）

③「基本設計工事費概算書」(５部)

④　議事録・決定事項一覧(１部)

９－６．基本与条件

調査設計業務遂行のための基本諸元（説明会資料添付）
	№
	項目
	基本条件

	1.
	種別
	更生施設

	2.
	定員
	１００名（男性）

	3.
	床面積
	２，８００㎡（本件委託業務の結果にて変更の可能性あり。）

	4.
	設備
	・救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設置及び運営に関する最低基準（昭和４１年７月１日　厚生省令第１８号）を満たすこと。

・可能な限り個室化を図ること。

	5.
	運営情報
	・竣工後の運営は本事業団の独自経営となることを前提とする。

・運営職員数は、更生施設設置基準による。

	6.
	工事費用概算
	９億円（諸経費を含み、既存建物解体及び整地費用は不含）


９－７．業務スケジュール

本件委託業務の基本スケジュールは以下のとおりとする。
⑴　調査企画業務の進行スケジュール

	回数
	日　程
	項　目

	１
	平成2５年４月24日（水）13：30～16：00
	第1回　業務計画書の読み合わせ、現地調査関連スケジュール調整
＊「業務計画書（業務内容・スケジュール・成果品）」


	２
	平成25年5月 1日（水）13：30～16：00
	第2回　現地調査報告、関連法規、インフラ、諸官庁調査報告
（規制事項、制約事項の把握）
＊「現地調査報告書」「関連適用法令・条例説明書」「インフラ状況調査報告書」
　「諸官庁（必要な）ヒアリング結果説明書：同議事録）」

	３
	平成25年5月8日（水）13：30～16：00
	第3回　基本計画の方向性確認（最適案選択のための資料提示）
（規制事項と制約と要求条件を充たす案は何通りでもOK）
＊「基本計画コンセプト説明書（模型・スケッチ・イメージフォト・他何でもOK)」

	４
	平成25年5月15日（水）17：00～19：
30
	第4回　基本計画
（絞りこんだプラン１．２．３．のプレゼンテーション＝監督員、検査員）
＊プラン別説明書（建築概要：メリット・デメリット・コスト予想）
＊スタディ模型（周辺も含むボリューム模型）
＊上記を、プランごとに集約したプレゼンボードA２サイズ（汎用性が大事）

	５
	平成25年5月22日（水）13：30～16：00
	第5回　基本計画の成果品提出～終了・承認と　　　　A棟基本設計与条件の提示（プランの確定）
＊「基本計画説明書」
＊「基本計画図書」「データ含む」


⑵基本設計業務の進行スケジュール
	回数
	日　程
	項　目

	６
	平成25年5月29 日（水）13：30～16：00
	第6回　基本計画図の確認
（決定事項：未決事項の整理と未決事項のスタディ結果の判断）
（基本図で要求条件を充たすか確認）
＊「基本図（協議用にバージョンアップ）」

	７
	平成25年6月5日（水）13：30～16：00
	第7回　未決事項のスタディ結果報告と判断・指示
＊「課題リスト」
＊「解決方法説明書：課題単位」

	８
	平成25年6月12日（木）13：30～16：00
	第8回　未決事項のスタディ結果報告と判断・指示

	９
	平成25年6月19日（水）13：30～16：00
	第9回　国庫補助金申請用関係書類の最終提出」

	１０
	平成25年6月26日（水）13：30～16：00
	第10回　確認結果の指示（修正・加筆：チェックバック）

	１１
	平成25年７月17日（水）13：30～16：00
	第11回　「成果品；基本設計説明書・基本設計図・設計概算書（新1206号に準拠）」　　　　の提出。


※詳細は監督員と協議すること

９－８．業務日程表、議事録、決定事項一覧等の作成

⑴　受託者は、契約締結後初回打ち合わせまでに以下の書類を提出し、監督員の承諾を受けるものとする。

①業務日程表

②業務体制表（緊急時の連絡先を含む）

③資格者一覧表

⑵　受託者は、⑴に定める書類の記載内容に変更が生じた場合には、速やかに監督員に文書で報告し、監督員の承諾を受けなければならない。

⑶　受託者は、業務の遂行にあたり、事前に監督員と十分に協議し、監督員の指示のもとに業務を進めること。また、電話・FAX・E-mailでの連絡も随時とれることとする。

⑷　受託者は、監督員との協議打合せ事項について、予め「議案」を用意し事前に監督員に配付しなければならない。打合せ結果については速やか（翌日を原則）に議事録（内容確認用）を作成し、監督員の確認を受けることとする。また、監督員から指示された書類は遅滞なく提出しなければならない。

⑸　受託者は打合せにおける決定事項を記載した「決定事項一覧」を作成する。

※議案、議事録、決定事項一覧のフォーマットは、委託者より提供する。

９－９．成果品の確認･検査

⑴　受託者は、各設計業務が完了したとき、委託者の内容確認を受けるものとする。なお、内容確認に際して、成果品の不備･修正等があった場合は、直ちに手直しを行なうものとする。

⑵　受託者は、委託者の内容確認後、関係提出種類を添えて委託者の検査･立会いを受けるものとする。

９－１０．秘密の保持

⑴　受託者は、作成する設計図書及びそれに係る資料並びに提供を受けた関連資料を当該計画に携わる者以外に漏らしてはならない。特に積算に関する資料については、厳重な管理をおこなうこと。

⑵　また受託者は、本委託業務の遂行に当たり、知り得た個人の秘密や情報等について、他に漏らしてはならない。

９－１１．業務の処理

⑴　受託者は、業務の詳細及び当該計画の範囲について、監督員と連絡をとり、かつ十分に調査・打合せ等を行ない、業務の目的を達成しなければならない。

⑵　受託者は、監督員の指示に従い業務に必要な調査を行い、関係法令等に基づいて設計図書及び資料等を作成しなければならない。

⑶　受託者は、業務の進捗状況に応じ、委託者に対して業務の区分ごとに中間報告等を行なうなど、十分な打合せをしなければならない。

⑷　受託者は、担当者が指示する各会議体及び近隣住民等に対して受託業務内容等の説明・立会いおこない、説明等に使用する資料等を作成しなければならない。

⑸　受託者は、 「平成6年9月30日付　建設省営計発第67号及び平成8年6月28日付 建設省営計発第70号改正建設大臣官房官庁舎営繕部計画課長からの建築工事等の数量公開について」に基づき関係図書等を作成すること。

⑹　受託者は、「施設建設における留意事項」、「東京都建設リサイクル推進行動計画」、「東京都建設リサイクルガイドライン」及び「大気汚染防止法及び環境確保条例」等に基づき、リサイクルや環境に十分配慮すること。
⑺　業務に必要な資料は受託者に貸与される。

９－１２．その他の事項

⑴　受託者は、受託契約及び本仕様書に基づいて常に委託者と密接な連絡を取り、その指示に従い誠実に本委託業務をおこなうこと。

⑵　受託者は、業務内容に質疑があるときは、速やかに監督員の指示を受けなければならない。

⑶　この業務委託のために委託者が貸与した資料は、委託業務の完了とともに、速やかに返還するものとする。

⑷　著作権は受託者に所属するが、委託者は本件関連事業に関して、このすべての設計図書を自由に使用する権利を持つ。

⑸　成果品は、全て委託者の所有とする。受託者は、委託者の承認を得ずに、これらのものを公表･貸与･使用等してはならない。

⑹　特許権その他第三者の権利の対象となっているものを用いるときは、受託者はその使用に関する一切の責任を負うこととする。

⑺　受託者は、本委託業務の遂行に当たり、委託業務内容の一部を協力会社等に依頼する場合は監督員の承認を得るものとする

⑻　本件受託業務に関連する協議打合せ等の必要経費及び調査に要する経費は、全て受託者の負担とする。
⑼　本件受託業務に基づく各種申請（届出等業務を含む）及び手続き等業務に関する申請費用等は、全て受託者の負担とする。
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